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教師論文の引用文献にみる知識利用の特性
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　Ｉ．目　　的

　近年，教育実践の場における知識利用は，従来

考えられてきたような単純なプロセスではないこ

とが，次第に明らかにされてきた。そして，この

ようなプロセスの複雑さに，教育研究開発にたず

さわる人々が気づいてきたのも比較的最近のこと

であった。それ故に，誤った概念化にもとづいた

知識の生産と普及の方略は，教育研究開発の成果

の有効性や影響力を非常に限られた範囲のものに

とどめてきたのみならず，実践と研究の有効なコ

ミュニケーションをもさまたげる結果をもたらし

てきた一つの要因であったと考えることができる。

実践と研究における知識の生産と利用を，より現

実に即して理解することなしには，たとえば，大

学と学校の研究協力といった試みも，相互の利益

を増大させるものとはなりえず，形式的な自己満

足に終ってしまうであろうことは，過去の事例か

らも充分予測されうるところである。

　このような観点から，我々は教育実践と研究開

発のかかわりに関する分析をすすめているが，前

稿では，大学等における教育研究開発の成果

　（Ｒ＆Ｄ知識）が，実践の場にどのようにうけと

められているかの一端を，学校長の認知を通して

明らかにする試みを行なった（平田, 1983)。本

稿では，前稿にひきつづいて，教育実践の場にい

る人々（教師）の知識利用を異なる観点からのよ

り具体的な資料を通して追跡してみたい。

　実践の場にいる人々の知識利用を理解するため

の方法としては，具体的な知識利用を試みている

学校なり教師の個々のケースを注意深く観察する，

いわゆるケース・スタディ一法とか，実践の場に

いる人々に対していろいろな角度からの質問を試

みることによって，平均的な，あるいは類型的な

知識利用のパターンを見つけ出していく質問紙法

や面接法などがよく用いられる。どちらの方法も，

それぞれの利点と欠点を有するため，両方法が併

用されることもある。

　しかしながら，ここでは，少し異なった角度か

らのアプローチを試みてみたい。すなわち，実践

の場にいる人々の知識利用をより具体的に知る手

がかりとして，教師によって書かれた研究論文を

とりあげ，それぞれの論文の引用文献の内容を分

析してみることである。このような分析を通して，

教師はどのような知識のソースに接し，どのよう

なタイプの知識を利用しているか等を，より具体

的な形で知ることができるであろうと考えられる。

教師の研究論文の作成に示される知識利用は，日

常実践における知識利用とは必ずしも一致しない

かもしれないし，また，引用文献から知られる知

識のソースは「書かれた文献」に限定されてくる

という制約もある。しかし，「書かれた文献」は，

知識の最も一般的かつ重要な情報源であり，研究

論文の作成という一つの問題解決的シチュエー

ションにおける知識利用の特徴をより具体的に示

している資料であると考えることができる。

　ｎ。分析対象資料

　我々は，先に，教育実践の場における教育課題

の同定と知識の生産の動向を調べる目的から，各

県教育センターの研究出版物の分析を試みた（平

田，清水，北岡，今栄, 1982)。ここでは，その

際に利用された論文290点の中から，引用文献，

参考文献，脚注等の形で，引用参照した文献名が

具体的に明示されている論文209点を分析対象と

してとりあげた。分析にあたっては，引用されて
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いる文献が，論文中の重要な資料として参照され

ているか，単なる参考文献であるか等の利用の質

についてはここでは問わず，リスト中の全文献は

一律に一件として取扱われた。また，同一論文の

中で，同一文献がくり返し引用されている場合も，

その文献は一件として数えることにした。

　Ⅲ。文献引用の形式的特徴

　〈３－１〉文献引用の形式

　引用文献のリストを示すタイトルについては，

最も多くみられたものが，「参考文献」，「参考資

料」，「主な参考文献」といった表記で，全論文の

81.3%にのぽった。以下，「参考及び引用文献」

が9.1%,「引用文献」が5.7%,「文献」が3.3%

の順であった。しかしながら，このような文献リ

ストのタイトル表記法の差によるリスト記載の差

はほとんどみとめることができなかった。これは

恐らく，文献タイトルの表記が，引用の仕方を区

別するというよりも，各筆者の慣習的用語法か，

各研究論文集の統―的用語法にもとづいていると

思われる。それ故に，以下の分析では，このよう

なタイトル表記法の差異は除外して考えることと

した（本橋では，「引用文献」と呼ぶことにする）。

　引用文献のとりあげ方の一般的傾向としては，

上記のタイトル表記法からも知られるように，学

会誌論文等の場合に比較して参照文献の論文中で

の対応づけ等は厳密ではなく，引用の仕方そのも

のにも知識の概念的，啓発的利用（平田, 1983;

Pelz, 1977)の特徴をみとめることができる。こ

れは，論文作成の目的や研究方法，論文を通した

コミュニケーションの方法等が研究者の世界と教

師の世界の間で異なっていることを反映している

と考えられる。

　＜３－２〉論文当りの引用文献数

　―論文当りの引用文献数は，多いもので39件，

少ないもので１件，平均8.7件の文献がリストさ

れており，総文献数は1816件であった。全体の約

30％の文献は５～７件の間にあり，一論文当りの

引用件数の最も頻度の高いケースとなっている。

　Ⅳ。引用文献のソース

　〈４－１〉引用文献のソース分け

　引用文献のソースの分類は，前稿（平田，

表１　引用文献のソース
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1983)のＲ＆Ｄ知識の入手のチャンネル分けの結

果を参考にして表１のような10種類の分類項目を

作成し，さらに各項目の中に下位分類（１～８）

を設定した。このような分類法の基準は，必ずし

も一次元的ではないが，本稿の目的である，教師

の知識がどのようなソースに求められているかを，

特にＲ＆Ｄ知識との関係において明らかにするよ

うに配慮されたためである。各引用文献のこれら

の分類項目への分類に際しては，図書館蔵書目録

や教育年鑑等を利用して出来るかぎり出典を明ら

かにして正確を期すように努めたが，不明なもの

は「不明」に分類された。結果は表１にまとめら

れるようであった。

　最も引用頻度の高かったソースは，市販の単行

図書でこれのみで過半数をこえている。次いで，

教育委員会関係，文部省関係出版物の頻度が高く，

実践の場の内部生産知識や実践をサポートする行

政システム内で生み出されてくる知識が教師の重

要な情報源となっていることが知られる。

　これに対して，大学・研究所（国研，国立国語

研，国立特殊教育総合研, NHK文研等）関係の

ソースは，わずか2.7%しか参照されていない。

同様に，学会・民間研究教育団体関係の出版物も

6.4%と低く，特に学会関係出版物は全体の2.0%

であった。「民間研究教育団体」には，学会ない

しそれに準ずるもの以外の全ての研究教育団体が

含まれるため，その性格は多様であるが，引用文

献からみたソースは大部分実践の場にいる人々

　（教師，校長，指導主事等）を主たる構成員とし

ているもので（例えば，全国理科教育センター研

究協議会等），そのような団体のものを除くなら

ば，大学・研究所関係出版物及び学会関係出版物

など大学等の研究者が主として利用するコミュニ

ケーションのソースは，全体の4.7%を占めてい

るにすぎない。

　このような結果は，大学等の研究者と教師の間

の直接的なコミュニケーションがきわめて限られ

たものであることを示すものといえよう。恐らく

それを補なっているのが，ソフトな知識のコミュ

ニケーション媒体である市販図書や市販雑誌であ

り，これらの商業媒体が大学等の研究開発と学校

の実践の相互作用を間接的に媒介する最も主要な

チャンネルとなっているようである。これは，一

面では，我が国には，大学等の研究開発と学校実

践の間の相互作用を促進するようなチャンネル

　(Linkingsystem)一例えば，アメリカにお

けるERICをはじめとする各種教育研究情報シ

ステムやNational Diffusion Networkのような

知識利用促進システムー･－を欠いている現状を

反映しているとみることができる。

　なお，外国関係の文献は，翻訳を含めて全体の

4.5%,翻訳を除くならば，全体の1.8%であった。

　〈４－２〉校種別にみた引用のソース

　我々は，先に，実践の場における知識の生産の

動向を調べる目的から，研究論文をいくつかの観

点から分類することを試みた（平田他, 1982)。

このような論文の性格の差によって引用文献の

ソースに差がみられるであろうか。ここでは分析

対象論文数が充分多くないという制約から，２つ

の分類枠をのみ用いて引用文献のソースを検討し

てみた。

　まず，各論文の研究対象校種別に前項＜４－

１〉と同様のソース分けをおこなった結果が表２
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にまとめられる。表２から知られるように，各校

種間の差はきわめて小さ＜，前項〈４－１〉の

全体的分析で指摘されたことが，どの校種につい

てもあてはまるようである。強いて目立つところ

をとりあげるならば，『（5）特定しない」項で学

会・民間研究教育団体関係の出版物の引用がやゝ

多くなっている。この項は，学校経営，教育評価

法など，一般的，原理的研究課題をとりあげた論

文が含まれる故に，大学等における研究とのつな

がりも多く，より専門志向的ソースとの接触が求

められてくるものと思われる。

　＜４－３〉研究の方法論的タイプ別にみたソー

ス

　いま１つの論文の分類枠は，研究の方法論的タ

イプ別にみた引用のソース分けである。結果は表

３にまとめられるように，方法論的タイプによる

引用のソースに大きな差がみとめられない。目立

つところでは，『（3）実証的」アプローチをとる研

究で，学会・民間研究教育団体関係のソースの比

率がやヽゝ高くなっている。この結果も前項く4

－2〉の場合と同様，「実証的」アプローチには，

研究仮説の設定や研究条件の操作などにおいて科

学論文の形式をもつ論文が含まれることから，学

会等，より基礎研究志向のソースとのつながりが

求められるからであろう。

表３　研究タイプ別引用文献ソース

　Ｖ．討　　　論

　教師によって書かれた研究論文の引用文献の分

析から，教師の知識利用に関して次のような結果

が示された。

　（1）教師の知識の主要な情報源は市販図書であ

り，次いで，教育委員会，文部省関係など，実践

の場の内部的ソースが重視されている。

　（2）大学等におけるＲ＆Ｄ知識は，直接，道具

的利用されることは少ない。

　（3）教師の知識は，主としてソフトな知識媒体

に求められており，大学等におけるＲ＆Ｄ知識が

利用されるためには，ソフトな知識に翻訳される

必要がある。

　このような知見は，先の学校長の認知を通して

みた実践の場における知識利用に関する結果（平

田, 1983)と多くの点で一致を示している。さら

Ｏ内は％を示す

に，認知のレベルを一歩すすめて具体的な利用行

動を示す資料を扱った本稿の結果は，前稿の結果

をより明確化しているように思われる。たとえば，

前稿において，学校長はＲ＆Ｄ知識への関心が高

く，ソフトな知識と同様にハードな知識にもよく

接触していることを示した。しかし，本稿におけ

る分析結果は，論文作成という具体的行動のレベ

ルにおいては，ハードな知識のソースはほとんど

参照されていないことを示している。大学等にお

いて生み出されるＲ＆Ｄ知識は，認知のレベルに

おいては（すなわち，「理解のための知識」とし

ては）関心をもたれるとしても，具体的行動のレ

ベルでは（すなわち，「行為のための知識」とし

ては）利用されていない。いいかえれば, R&D

知識は，利用されるとしても啓発的，間接的利用

であるか，あるいは，一旦，ソフトな知識に変換
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されたり，実践の場で再開発，適応化されたりす

る必要があるのであろう。そのようなソフトな知

識の主要なコミュニケーション媒体を果している

のが商業図書ということになる。

　このような教師の知識利用の特徴は，現在の我

が国における知識利用システムとも密接に関係し

ていると思われる。大学等のＲ＆Ｄ世界と，学校

等の実践の世界の間の直接的な知識のコミュニ・

ケーションには多くの障壁（目的，価値，言語，

コミュニケーション方法等々の差異）が存在して

いるとするならば，このような障壁を克服する一

つの方法として，両者のコミュニケーションを媒

介する仕組み(Linking system)が考慮される

必要が生じてこよう。たとえば，初期のものでは

あるが, Rogers (1973)は，“Linking system”

の存在を考慮した知識利用促進システムの概念図

を図１のように示している。

図１　知識利用促進システムのパラダイム(Rogers, 1973)

　このパラダイムにおいて，知識のLinkerは，

実践の場の課題や要求を評価したり，学校が必要

とする知識を選択し伝達したりする一種のゲート

キーパー(gatekeepers)の役割を果し，研究者

と実践者の間のコミュニケーション・ギャップを

橋わたしするものと考えられている。その後，

“Linking system” は，アメリカ等においては，

多分に試行錯誤をくり返しながらも，様々な試み

が検討されてきている（最近の様子は, Louis,

1981; Paisley & Butler, 1983; Far West Labora-

tory　for　Educational　Research　and　Develop-

ment, 1978などから知られる）。しかし，我が国

においては，いまだなじみのうすい概念である。

教育の問題は，単に学校の問題にとどまらず関係

者の広汎な協力を必要とするような課題がますま

す増大してきている。このような教育課題に効果

的に対処し，意図的，計画的な教育の改善をは

かっていくためには，有効に機能する知識の生産

と利用のシステムが存在しなければならない。

“Linking system”の概念は，このような教育に

おける知識のコミュニケーションのあり方に一つ

の方向づけを与えるものと考えられる。このよう

な方向づけは，学校はもとより教育研究者にとっ

ても多くの利益をもたらすものと考えられる。
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